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人事管理発展史 研究
—第1I部人事管理の本質と機能＿
高堂俊蒲
I 
われわれはさきに経営労務管理生成の系譜を跡づけながら，その期芽的状
況をテイラーの科学的管理法が登場する周辺に求めた。そのことは，テイラ
ーの科学的管理法が，かの「成りゆき制度」のもとにおける管理者不在の
「消極的管理」を，資本のもとで主体的，自主的に統轄する「積極的管理」
の態勢に高めるために意図されたところに，近代的管理の礎石を築いたもの
(1) 
として評価されるゆえんを裏づけるものであった。たしかにそこでは，かの
組織的怠業ないし生産制限に表現された伝統的慣行を，容易に可能にしえた
ような労務者まかせの作業方法から，何よりも彼等のイニシアチプを排除し
て資本の失地回復を企図した点で，まさに独占移行期における深刻な経営実
践を集中的に表現するものであった。それにしても，それが生産を支配する
ために，新規な分析的方法＝時間・動作研究を支柱とする客銭的形式を準備
しながら，それを<科学>の名において擁護し正当化したにもかかわらず,
やがてみずからの矛盾に破綻せざるをえなかったのほ，まさにその資本合理
的本性の自己矛盾であったというべきであろう。その意味で，「高賃金と低労
務費 (highwages and low labor cost)」の原理の本質ほ'<精神革命>の倫
理で被いながら，高い課業の遂行を刺激する名目的な，見せかけの高賃金を
掲げて，人間労働者を機械視し極度に労働を強化した代償としての，きわめ
(1) 拙稿「人事管理発展史研究ー一第I部 人事管理成立史論一」（関西大学商学
論集第12巻 第4 • 5 • 6合併号所収）。これに関連するものとして，拙稿「科学的
管理と経営者」（関西大学商学論集第10巻 2号所収）参照
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て専制的なコスト切下げを弁護するイデオロギーに他ならなかった。
そのゆえに，やがて科学的管理法の欠陥は，生理的存在としての人間の労
働にアプローチした人間工学ないし労働科学の立場から，科学の名において
指摘されざるを得なかったのは皮肉というべきであろう。こうして科学的管
理法の欠陥は，新しい視点から補足されながら具体的な管理技術として定着
していくのである。いわゆる「「人事管理」(personnelmanagement)の登場が
それであった。
ところで人事管理確立の観念的契機は，すでにドーハティ (C.R.Daughe-
rty)によって端的に示されている。すなわちそれは「生産が工学的な要素
(engineering elements) と同時に，生理的心理的諸要因 (physiologicaland 
psychological factors) に一一労働者の肉体的精神的存在ー~依存していると
(2) 
いうことの認識に基いている」ということであった。けれども，そのことの
表面的な誤解を避けるうえでとりわけ重要なことは，それが現実に実施され
る基本的動機は，まさに「利潤の創出という企業の所期の目的を実現せんが
ため (soas to realize the stated aims of the enterprise, chief among which 
(3) 
is usually the making of profits)」のものであるということである。この点
についてはそれが，科学的管理法の人間疎外に対するアンチテーゼをモメン
トとしているという一面にとらわれるのあまり，しばしば，その本質が規範
的，倫理的したがって理念的に糊塗される傾きが見られるゆえに重要なので
ある。大方のアフ゜ローチが，いかに複雑で精緻な理論の組みたてを装っても，
意識的にしろ無意識的にしろ，こうした本質から目をそらすならば，結局は
実体を見失うことになり，理論の科学性をみずから放棄することになるのを
銘記すべきである。
かくて再言すれば「人事管理は，アプローチこそ違え，科学的管理法にあ
るものをつけ加えたのであって，それにとって代ったのではない。つまり人
事管理は科学的管理法を補足し，コスト切下げという共通目的を達成するた
(4) 
めに，ともに機能する」のである。この点についてのドーハティの指摘は率
(2) • (3) • (4) Carroll R. Daugherty, Labor Problems in American Industry. 
1948. p. 594. 
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直にして明快である。しばしば，人事管理があたかも科学的管理法にとって
代って登場したとする誤解に対して，両者の本質的関連を明示しているから
である。
われわれは前稿で，独占段階における資本による労務統轄の必然性が，近
代的管理思考を背景とした経営労務管理の成熟につらなるものであることを
示唆したが，それだけに経営労務管理の内容にきわめて歴史的な動的性格を
認めなければならない。それはまさに，さきの科学的管理法から人事管理へ
の発展をつらぬく本質的関連に象徴的に示されているのである。われわれは，
経営労務管理の総括的概念を，それが生産であれ販売であれ，およそ企業活
動の展開のなかで，基本的に物的施設に対置される人的諸条件を，その直接
的，実体的因子としての経営労働力として措定し，これを経営活動とそれに
関連する過程で資本合理的に支配し，機能せしめるための労務統轄の体系と
して理解しようと試みる。
かくて経営労務管理の動的発展を追跡し展望する際のメルクマールほ，端
的にいって，まさに企業目的＝利潤生産のためのコスト切下げ動機に求めら
れねばならぬであろう。こうした視点に立つかぎりでこそ，科学的管理法を
補足した人事管理もまた，やがて独占段階における複雑な社会的，経済的諸
条件を反射して，みずから経営労務管理の機能をつらぬくために，ヒューマ
ン・リレーションズやレイバー・リレーションズ (LaborRelations)の諸技術
に補足されて綜合的な体系として展開せしめられるという発展の論理を理解
(5) 
しうるのである。
(5) ちなみに，人間関係的視点が要請された歴史的背景をふり返れば， それらが
「人間性の尊重」という倫理的ヴェールをまとったすぐれて階級的なアプローチで
あったことを知るのである。そもそも人的存在としての労働者は，労働過程的視点
よりみた「技術的人間」としての側面と，価値増殖視点よりみた「歴史的・階級的
人間」としての側面との二重の性格をもったものとして実存しているのであるが，
かの「労働科学」的人事管理が対象としたのは，明らかに「技術的人間」の側面で
あって，歴史的生産関係に媒介された「階級的人間」ではなかった。それにしても
そこでの視点ほ，生産因子としての個別的な労働力＝労働者にとどまって，経営内
の集団的人間とその諸関係におよぶものではなかった。この点の矛盾すなわち，個
別的労働に集中的につらぬかれる能率原理による「機械化の精練化」を，集団的基
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I 
さて人事管理の形成過程で，その内容をはじめて体系化した試みの一つは
~1) 
テイード (OrdwayTead)とメトカーフ (HenryMetcalf)による古典的業績
『人事管理論—その理論と実際』 (Personnel Administration, Its Principles 
and Practice. 1920)であった。彼等によれば，人事管理とは「最少の努力と
摩擦および労働者の真の福祉を正しく考慮して，必要最大の生産を得んとす
(2) 
る視点から，組織の人間関係を指導し調整すること」であった。換言すれば
それほ人事管理を，生産性と協調的意欲 (goodwill) と全ての労働者の生活
(3) 
の質を積極的に考慮すべく人間関係を指導すること (directing) と規定する。
かくて彼等は人間関係の分野における管理者が，最大の努力をもって仕事に
あたるためには，何よりも人間福祉の諸要素について，その理念をできるか
ぎり明確化させるべきだと考える。けだし今日の産業実践が独善的な偏向に
盤において心理的に調整・緩和しながら，「人間協力」による生産意欲の向上によっ
て克服せんとした資本の論理が人間関係的アプローチを導くことになったのである。
言いかえれば，生理的，心理的存在としての「技術的人間」を個別的なものから集
団的なものにおいてとりあげせしめたのであるが，それはなお「技術的人間」でし
かなかったかぎりで，歴史的生産関係に規定された人間の階級的性格が意識的に捨
象されているのは言うまでもない。これらの点については，醍醐作三『労務管理論
序説』昭29年 pp.142~ 151.参照。
(1) 彼等についてほ，他に次のような業績がある。
Ordway Tead; Instincts in Industry. 1918. 
Course in Personnel Administration. 1923. 
Human Nature and Management. 1929. 
The Art of Leadership. 1935. The Art of Administration. 1951. 
Henry C. Metcalf; Scientific Foundation or Business Administration. (ed.) 1925. 
Psychological Foundations of Management. (ed.) 1927. 
Business Leadership. (ed.) 1931. 
(2) Ordway Tead and Henry C. Metcalf, Personnel Administration. Its Principles 
and Practice. 1920. p. 2. 
(3) Ibid. p. 12. 
(4) Ibid. pp. 12~ 13. 
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陥っているのは，まさにこれらの知識とその厳密な実践的適用に欠けている
からである。ところで人間の福祉すなわち幸福の増進は，人間性についての
正しい理解に立ちかえって，失われた人間性を回復することにあるから，「本
質的に同じ欲求で動機づけられ，同じ活動に満足する」という<変ることな
(4) 
き人間特性►(Human Characteristics Unchanging)に即して考慮されねばな
らぬと考え，それを次のように特徴づける。すなわち，身体的統一性 (Bodily
Integrity)，家族愛 (Loveof Family)，創造的衝動 (TheCreative Impules)，所
有欲求 (TheDesire to Possess)，好奇心の価値 (TheValue of Curiosity)，加
入欲求 (TheDesire for Association)，承認欲求 (TheDesire for Approval), 
公正への欲求 (TheDesire for Justice)，美への愛 (Loveof Beauty)，善への
愛 (Loveof Goodness) などの統合的要因 (TheUnifying Factor)の表現で
尋5゚ ）そこでは，これらの人間性を解放し，人格を完成 (fulfillmentof Pers-
onality)せしめることに，人間的欲求と産業目的との調和が実現されると考
(6) 
えられたのである。
いうまでもなく，このような視点は，当時ようやく発展しつつあった個人
(7) 
心理学の人間観に導かれたものであったといえる。まことに彼等によれば，
(8) 
人事部門ほパーソナリティの部門 (departmentof personality)に他ならなか
ったとされていたことで明らかであろう。たしかにこのようなアプローチは，
科学的管理法の人間疎外に対するアンチテーゼとして人間性の回復を希求し，
そのことを人格完成の過程において把握しようとした心情を表現するものと
して，それ自体真摯なものではあったかもしれぬが，彼等が何よりも人間を
問題としながらも，具体的に企業のメカニズムの中に実存する人間労働者か
ら，その歴史的社会的性格を捨象して，それを直ちに抽象的一般的な人間存
在に解消して理解しようとしたところに，理念的な基礎づけが先行せざるを
得なかったのである。ここに彼等の理論の倫理的性格が特徴づけられるとい
(5) Ibid. pp. 13~20. 
(6) Ibid. p. 22. 
(7) 茂呂森一『経営における人間の研究』昭42年，税務計理協会 p.133. 
(8) 0. Tead & H.C. Metcalf, op. cit., p. 21. 
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(9) 
えるであろう。
それにしても，人間労働者への心理的アプローチに導かれた労働科学的な
人事管理の体系化を始めて具体的に提出した業績は，評価されなければなら
ない。ちなみにその編別構成は，人事部の根拠と機能，雇用方法，健康と安
(10) 
全，教育，調査，報酬，スタッフ部門間の調整，労使関係 (JointRelations) 
となっている。同書が大戦後の1920年に刊行されたものであったことを考慮
すれぽ，その先駆的役割は注目すべきであろう。
さて労働科学的ないし人間工学的人事管理の理論的整備に精力的な努力を
'(11) 
傾け，ユニークな論理を展開したのはヨーダー (DaleYoder) であった。彼
は人事管理の基本目的を「人力 (manpower)から最大の生産的効率を獲得す
ることである」として次のように自らの立場を提出している。すなわち，人
事管理ほ「企業目的を最も効果的に達成するため，人力を能率的にコントロ
ールせんとする方法および技術に関連する。言い換えれば，人事管理は企業
目的を最も効果的に達成するのに必要な，人力の特性に関する理解とその能
率への関連に基礎をおく原理と方法からなっている。それはあたかも，電力
の能率的利用が電気の性質の正しい理解にかかっているように，人力の能率
(9) 彼等は「人間性を究明するということと，人間性を称賛するということとを混
同してしまい，すべて称賛することに努力する」と指摘されている （茂呂「前掲
書」 p.137)。ここに科学からの飛躍が出発するといわねばならない。
(10) ここで注意すべきことは，第一次大戦直後の時期であっただけに，大恐慌期以
後における労働保設立法の成立を契機に一般化した組合関係調整の制度的定着
(Labor Relations)は見られないのは当然であるが，すでに工場委員会 (ShopCom-
mittee)や従業員団体 (Employees'Association) を中心とした ≪JointRelations》
がとりあげられているということである。なおこの点については森五郎『労務管理
概論』昭39年泉文堂 p.24.参照。
(11) ちなみにその主な業績は次のようである。
Labor Economics and Labor Problems. 1933. 
Personnel Management and Industrial Relations. 1st. ed. 1939. 
Manpower Economics and Labor Problems. 1950. 
Personnel Principles and Policies. 1st ed. 1952. 
Handbook of Personnel Management and Industrial Relations. (ed.) 
1958. Labor Economics and Industrial Relations.(ed.) 1st ed. 1959. ed. 
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(12) 
的利用は労働者の人間的性質に関する正しい理解に依存するのである」と。
ここに周知の，人事管理を人力ないし労働力の最高能率的利用 (mostefficient 
utilization of manpower) の立場において捉え，人間工学 (humanengene-
(13) 
ering)の方法で接近を試みようと意図したヨーダー理論の特質が示されてい
る。そしてヨーダーはその際，かかる意味での人力ないし労働力管理 (man-
power mnagement)を個人としての従業員に関連する側面と，組織における
労働者に関連する側面に分類し，前者のアプローチを人事管理 (personnel
management) と呼び，後者のそれを労資関係 (laborrelations) と名づける。
かくてヨーダーにおける人力管理は，それと区別された労働カマーケティン
グ (manpowermarketing) とともに<インタフ~卜リアル●リレーションズ>
(14) 
という総括的用語でカヴァーされるのである。これをヨーダーはつぎのよう
(15) 
に示している。
Industrial Relations or Employment Relations. 
（麗用過程から派生する諸関係）
A. Manpower Marketing 
ー仕事の発見および変更，キャ
リアの計画，職業指導，識業訓
練，労働力資源の分配と配置一［a. 個々の労働カマーケティ
ングおよび組織化された従
業員との交渉
［ b. 組合員のための組合による団体交渉
B. Manpower Management 
（従業員関係管理）
一人的資源について行なわれる職
場内訓練，配置活用，その内容ほ；
j a. （;e:0:el個竺二二ioとnの関係
を基本とする）l h. （は°;：；t;n；集団との関係，
とくに使用者と組合との関係を基
本とする）
(12) Dale Yoder, Personnel Management and Industrial Relations. 1942 pp. 
6~7. 
(13) Ibid., p. 65. 
(14) Ibid., pp. 5~6 D. Yoder, Personnel Principles and Policies. 1952. p. 6な
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なるほど，ョーダーのこのような理論構成には，それ自体，相対的なユニ
ークさは認められるであろう。けれども，彼の思考もまた基底的には，科学
的管理法の人間疎外に対するアンチテーゼとして，歴史的経済的諸条件を捨
象して直ちに人間の尊厳性，人格の至高性を措定したティード以来の伝統的
(16) 
アプローチの流れに沿うものであったことは否定できない。もっともそこで
は一面でこれまでの人事管理研究の多くが，「たんに人事管理のもつ人格化志
向のみを一方的に強調するのみで，人事管理がこうした目的ないし課題をい
かなる立場から達成しようとするものであるかについてほ，ほとんど問題と
(17) 
するところがなかった」ことは認められる。その点でヨーダーが総括的なイ
ンダストリアル・リレーションズ概念のなかに，みずからの「人力管理」の
構造を内包せしめ，そこに人事管理と労資関係調整の二種の業務を位置づけ
ていることの積極性は頷かれる。だがそれにもかかわらずこれらの区分は，
「問題をたんに個人と集団という形式的視点からとりあげたにとどまり，人
(18) 
事業務の内容に根ざした原理的区別はついになされなかった」という指摘も
見逃してはならない。むしろそのことこそ，われわれの視点に即していえば，
ヨーダーはその人力ないし労働力管理の立場を，「企業目的の効果的達成」の
ための肢体として位置づけながら，ついに「企業目的」の実体を空疎化し，
お A.ロスもまた，ヨーダーと似た分類を示しているが，次のような特徴をもって
いる。すなわち彼は， 血 dustrialrelations≫ の中に，従業員と経営者との関係の側
面 (worker-managementrelations)と，組合と経営者との関係の側面 (union-mana-
gement relations)を分類し，前者を処理するための techniqueを tpersonnelma-
nagementt 後者のそれを •collective bargaining≫ としている。 (Arthur M. Ross, 
Trade Union Wage Policy. 1948. p. 23). 
(15) Dale Yoder, Personnel Management and Industrial Relations. 1956 (4th ed.) 
p. 6.デイル・ヨーダー岡本・細谷共訳『労務管理(1)』昭42年日本生産性本部 p.6. 
Dale Yoder & others, Handbook of Personnel Management and Labor Relations. 
19 58, I. 23. 
(16) たとえば，奥林氏はこうしたヨーダーの方法的特質を「一般化の方法」と規定
して，その超歴史的アプローチの実体を指摘している。 （奥林康司「ヨーダーの人
事管理論」海道・三戸編『アメリカ労務学説研究』昭43年未来社 p.174.) 
(17) 雲嶋良雄『経営管理学の生成』昭39年同文館 p.195. 
(18) 雲嶋『前掲書』 p.200. 
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かえってそれとの具体的な関連を意識的に放棄しているところに根差してい
るものといえる。そこでは現実の企業活動に集中的に現象する歴史的，経済
的諸要因の複雑な作用を，当初から客観的，科学的認識の外におき，それら
を単に諸制度の皮相的な<関係►(relations) におぃて形式的に処理しょうと
試みたところに，かえってインダストリアル・リレーションズのいわば二元
論が特徴づけられたというべきであろう。かくてそこに，経営労務管理の本
質的理解は平面的な管理過程の分析に終るのではなくて，労働の二重性を基
底とした資本制生産の二重性（労働過程と価値増殖過程）にかかわらしめて
統一的にアプローチさるべきことの重要性が示唆されているといえよう。
さてティードとメトカーフによる研究は，一面において第一次大戦から戦
後の恐慌期にむかう一種の危機的情況を背景として，さきに指摘したような
方法で労資の協調 (jointrelations)を考慮したものであったのに対して，ョ
ーダー理論の発展は30年代の大恐慌期以降であった。それだけに，そこでは
相次ぐ労働保護立法の制定・施行を背景にした労働組合の成長を意識的に問
題とせざるを得なかった事情が認められる。かくてそのとりあげ方が如何な
るものであったにせよ，労資関係の調整 (laborrelations)が正式に日程にの
ぽせられたのである。
ところで， 1920年代におけるアメリカ資本主義のいわゆる相対的安定期は，
フォード・システムに代表された高度な企業合理化施策のもとで発展された
が，やがてその矛盾は経営労働力の極度の人間疎外を拡大しながら，にわか
にこれを調整・・緩和すべき方策の必要をうながした。かのホーソン実験に示
唆された人間関係的接近 (humanrelations approach)の拾頭はそれを示して
いる。かくてこの頃より，ようやく人間関係的労務対策の具体的実践が試み
られ，第二次大戦における生産力拡充態勢のもとで経験的に実証されながら，
戦後の人事管理研究に大きな影響を及ぼすこととなった。ビゴーズ (P.Pi-
gors)とマイヤーズ (C.A. Myers)の『人事管理論』 (PersonnelAdministra-
tion, A Point of View and a Method) (1947年初版）は，戦後いち早くこう
した方向を体系化した代表的文献であったといえる。たとえば彼等は人事管
理とは何かについて， T.G.スペート (ThomasG. Spates)の定義をひき継
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ぎながら次のようにのべている。すなわち「人事管理とは，従業員にその仕
事から最大の満足を得せしむると共に，組織に対して最大の貢献をなさしめ
るように彼等の潜在能力を発展させる方法である。それは一つの視点 (apo-
int of view)であり，一連の技法 (aset of techniques)である。人事管理は，
製品の規格や生産や会計や販売とは区別されたものとしての，経営の独立し
た職能ではなくて，むしろ基礎的な経営職能であって，あらゆるレベル，ぁ
{19) 
らゆるタイプのマネジメントに浸透する (permeating)」と。ちなみに彼等が
ここで人事管理を経営の基礎的職能であると力説するゆえんはこうである。
すなわち「人事管理が効果的に実行されないかぎり，技術的能率だけをもっ
て組織の永続的な成功を達成することは不十分である。人事の諸問題は技術
的諸問題とは異ったものと考えられてはならない。それは何れも，社長
(Chief executive)以下のライン管理者が理解し処理すべき全体としての一つ
の状況の部分なのである。有能な経営者は協力を得ることによって成果をあ
(20) 
げる。これが人事管理であり，それはティームワークの育成を意味する」と。
あきらかに，こうした理解は「有能な，優れた経営 (goodmanagement) と
(21) 
ほつねに他の人々の協力を確保することを意味している」という前提があっ
たことは言うまでもない。つまり，従業員個人は集団に吸収されるけれども，
必ずしもその中に埋没されている (submerged) のではなく，主体性 (his
identity)を失うものではないから，集団の成果をあげるには，まさに個々人
(2) 
の協力を確保すべき人事管理の役割が重視されざるを得ないのである。
かくてそのテキストの二章，三章，四章でとくに，人事問題の処理 (Han-
dling Personnel Problems)，組織安定性の診断 (DiagnosingOrganizational 
Stability)， 作業ティームの確立と維持 (Buildingand Maintaining Work 
Teams)の諸問題をとりあげて，かかる意味での個人中心的アプローチ (the
person-centered Approach)をふまえた状況的思考 (situationalthinking) か
(19) Paul Pigors and Charles A. Myers, Personnel Administration, A Point of 
View and A Method. 1953 (3rd ed.) p. 12. 
(20) Ibid., pp. 384~ 5. 
(21) Ibid., p. 5. 
(22) Ibid., p. 7. 
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ら出発すべき立場を明示している。ただ彼等の場合には「すぐれた人事管理
は，従業員を仕事に満足させることだけではなくて，担当責任者は<原価意
(23) 
識 (cost-conscious)>に徹しなければならない」という指摘に留意する必要が
あろう。つまり彼等によれば「企業の中心目的は利潤の形成にある」から，
「人事管理は人間的価値に基いて評価されるものとはいえ，同時に金銭的価
(24) 
値にてらして正当化さるべきもの」とされるのである。ここに彼等の，一歩
現実的な姿勢がうかがわれる。たしかにヒ゜ゴーズとマイヤーズのこうした視
点は，いわゆる「現代的」なHR的アプローチを特徴的に表現するものとし
て，かの理念的な倫理的人間銀をふまえた立場と異り，現実的目的にかかわ
る現実的人間を志向するかのごとくであった。だがそれにもかかわらず，そ
の現実的指標といえども抽象的形式的指摘にとどまり，より具体的な本質的
連関の分析を欠くものであったといわねばならない。いなむしろ，それらは
かえって，基底的には依然として個人の尊厳と価値 (thedignity and worth 
of the individual human being) を無批判的に信仰していた彼等のオプティ
(25) 
ミズムの宿命であったといえよう。さればこそ，やがてこれらの批判に答え
るぺき一つの方向として，組織における人間行動のより具体的な，その意味
での「科学」的なアプローチを導<<行動科学的思考>への接近が示される
ことになるのである。事実このテキストの最新版 (1965年）では，みずからマ
ックグレガー (DouglasMcGregor)やリッカート (RensisRikert)に積極的
(26) 
な関心を示しているのが興味深くうかがわれるのである。だがそうした展開
にもかかわらず，ほんらい彼等の立場では，人事問題を処理すべき具体的な
方法についてはあまり取り扱われず，むしろそれらに対する考え方，その意
(23) Ibid., p. 8. 
(24) Ibid., p. 385. 
(25) いささか，強弁にすぎるとはいえ，それを「宗教的管理法」とする批判もある。
たとえば，茂呂森一『前掲書』 p.343. 
(26) たとえば， P.Pigors & C. A. Myers, Personnel Administration, (5th ed.) 1965. 
pp. 7~12, pp. 18~21．ここでは，それらについて直接とりあげないが，その一面
に触れるものとして拙稿「現代企業における労務管理の背景と基盤」（関西大学経済
政治研究所『研究双書』第24冊昭43年所収）を参照。
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味ではまさにみずからが自著の副題に掲げた<―つの視点 apoint ofview► 
の強調に傾いていたことを特徴づける以上のものではなかったことは明らか
である。
皿
さてヒ゜ゴーズらによる研究と併行して，戦前からの労働諸立法の発展にと
もなう労働運動の成長や，それに対応した経営イデオロギーの民主的成熟の
機運を背景に積極的に労資協調 (labor-managementrelations)の理想を実現
せんと意図したのほジュシアス (M.J. Jucius)であった。彼はその著『人事
管理論』 MichaelJ. Jucius, Personnel Management. (1st ed. 1947) 1951の
なかで，こうした構想を具体化するために，人事管理の機能に注目し，集団
における個人としての労働者の適切なあり方を指導すべき方法を社会学的，
心理学的アプローチの援用に求めたのである。彼の立場は，基本的に，ョー
ダーの方法を踏襲した管理過程の一面的分析に求められ，したがって本質的
には労資の協調理論を基礎づけるものであったし，そのテキストも多分に教
科書的なものであったけれども，かえってそのために，かなり整理された理
論構成がみられるのでここでとりあげることにしよう。
ジュシアスは人事管理を定義づけて次のように言う。すなわちそれは，「会
社の設立目的と利益が可能なかぎり効果的かつ経済的に達成され，しかも，
労働者自身の目的と利益に最大限に沿いうるように，労働力 (laborforce)を
調達し (procuring)，開発し (developing)，維持し (maintaing)，利用する
(utilizing)ための諸活動を，計画し (planning)，組織し (organizing)，統制す
(1) 
る (controlling)管理の分野である。」そこで彼はまず，如何なる場合に労使
間の問題がアプローチされるかの問題を吟味することによって，人事管理業
務 (personnelwork)の性格を確認すべき必要を指摘する。彼によれば，それ
は主として治療的措置 (curativemeasures) と予防的措置 (preventivemeasu-
(2) 
res)として特徴づけられる。その際，全ての人事問題は予想ができないし，
(1) Michael J. Jucius, Personnel Management. 1951 p. 18. 
(2) Ibid., p. 24. 
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従ってそれを解決するための治療的ないし事後的方法も，全面的には捨て去
り難いが，それにもかかわらず，事前に摩擦の分野を発見して，あらかじめ
それを処置しうるか否かが人事管理者の重要な試金石であるといわれる。か
くて特定の人事問題について論ずる際，それが発展してきたものであるのか，
発展しそうなものであるのか，そしてそれゆえ，できれば予防しうるもので
あるのかを知るのが重要なのである。けだし<覆水盆にかえらず (cが四
about spilled milk)> という筑言はまさに人事管理にもあてはまると強調さ
れ累
そこでまず彼は人事管理の性格を明確化するために，その基本的諸要因
(basic factors) として，①目的 ②機能 ③方針 ④原則 ⑤技法の諸点に
ついてこれを分析しようと試みる。以下にそれを要約しよう。
1. 目的 (Objectives)いうまでもなく経営者の恣意や管理の曖昧さえの不
信や疑惑を避けるためには，目的の明確化が前程となる。その際，人事管理
の志向する企業目的は，ジュシアスによれば，R適切な財の生産と分配⑤従
業員と投資家のそれぞれに対する利益の充足⑥社会的責任の遂行，を内容と
する<第一次目的ぼrimaryObjectives)>とこうした基本目的の経済的’
効果的達成という<第二次目的侶邸〇nd紅 yObj如印吋>として分析され，
これらの目的が可能なかぎり達成されるべく，労働力を調達し，発展し，利
(4) 
用し，維持することが人事管理の課題であるとされる。その際，財の生産と
分配の事業目的 (Serviceobjectives)が公正に実践されなければ，やがて利害
(5) 
関係者の報復行為 (punitiveaction)をまねくことになるから，とりわけ従業
員に対して，かかる事業活動と利潤の重要性の理解をうるように教化する必
要がある。かくて公正な実践こそ，事業目的と同時に従業員の求める個人的
目的 (personalobjectives)をみたすものでなければならない。ここに個人の
目標は，ジュシアスによれぼ①公正な賃金と作業条件 ③経済的保障 ⑧従
業員にとっての機会 ④個人の重要性の認識，⑥集団の重要性の認識がみた
(3) Ibid., p. 25. 
(4) Ibid., pp. 30~31. 
(5) Ibid., p. 32 & pp. 34~5. 
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(6) 
されることであって，それを効果的，経済的に達成することが人事管理の課
題となるのである。
2. 機能 (Functions) そこでつぎに，こうした目的を達成すべき実行活
動を人事機能 (personnelfunctions)として分析する。それは彼によれば，有
効な労働力を調達し，発展し，利用し，維持するための直接的活動である<
執行機能 (operativefunctions) と，この執行機能の遂行を計画し，組織し，
統制するための管理活動である<管理機能（manager祖1functions）>に区分
(7) 
(dual division) される。人事管理が効果的な経営管理施策であるべきかぎり
において，こうした認識の意義は重要である。
さてジュシアスによれば，人事管理の執行機能は①雇用②賃金と労働時間
⑧作業条件④訓練と教育⑥安全⑥健康⑦経済的保障⑧従業員との接触⑨従業
(8) 
員サービス活動⑩調査と統計の諸活動を含んでいる。これに対して管理機能
は計画 (personnelplanning)，組織 (personnelorganizing)，統制 (personne-
!control)の諸活動を含む。ここに計画の機能は人事フ゜ログラムを設定し，執
行機能の遂行をそれにかかわらしめて明確に方向づけするものである。組織
化は，かかる計画の遂行に必要な人員ならびに設備を調達し，関係当事者間
の権限とコミュニケーションの系路を設定する。最後に統制の機能は人事活
動の効果的な遂行を調整し規制するための記録，報告や人事監査 (personnel
(9) 
audit)を含んでいる。
3. 方針 (PersonnelPolicies) ところで人事機能の遂行による人事目的の
達成も基底的には人事方針の如何に左右される。けだし方針は活動の指針で
あるから，それは厳正かつ公平にして客観的な人事取扱の姿勢にかかわるも
(10) 
のとして基本的に重視されねばならない。
こうした方針にもとずく人事問題の処理を具体的に方向づけるものが，人
事取扱の原則 (principles)である。つまり，公正で客観的で，民主的で公平
(6) Ibid., pp. 32 ~ 34. 
(7) Ibid., p. 36. 
(8) Ibid., pp. 36~ 38. 
(9) Ibid., pp. 38~40. 
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であろうとする原則なしには，人事問題の処理が曖昧で一貫せず，便宜的な
ものとなって，疑もなくモラールの低下をうみだすことになると指摘されて
いる。そして最後に，かかる基本的性格を備えた人事管理が，その執行機能
を現実に遂行する際の実践的用具が技法 (techniques)に他ならないとされる。
そこでは，管理の目的，機能，方針と技術（法）の関係の理解を誤ることが，
やがて「木に竹をつく・」た<•いの混乱におちいる危険を示唆しているように
おもわれる。
かくてジュシアスは，人事管理の性格を以上の諸点から分析しながら，こ
うした全体的認識をふまえた入念かつ慎重にして着実なとり組みなしには効
果的な人事問題の処理，解決ほ可能でないと結論しているのである。あきら
かにこのようなアプローチは，一連の管理過程 (managementprocess) を機
(11) 
能としてとりあげる立場であるが，それらは経営管理論の発展をふりかえれ
ば，大恐慌後の体制的危機を背景にして，価値増殖の全過程を意識的に統轄
調整するために経営管理を統合化するものとして，いわゆる全般経営 (gene-
(12) 
ral management)の思考に導かれたものであった。つまりそこでは，一方で
専門的経営者論を登場せしめことによって経営の自主性を基礎づけながら，
かえってトップマネジメントの機構を強化することを企図し，他方でそれら
を経営管理の基礎過程の平面的分析の枠内にとじ込めて理論的に一般化しよ
(10) 方針の種類と性格は多様であるが，便宜上つぎのように分類される。
l 
1 それが適用される組織内階層レベルによって，
R 全般的な最高指針としての会社全般方針 (general company policies) 
R トップ経営層 (executives)の指針としての人事運営方針 (administrative
policies) 
⑥下層管理者層への指針としての実行方針 (operativepolicies) 
⑥ 各専門スタッフ部門の人事活動を指示するスタッフ方針 (functionalor 
staff policies) 
2 人事管理の各執行機能ごとの指針としての方針。
(M. J. Jucius, op. cit., p. 42), 
(11) こうした管理過程論の視点から労務管理の性格を規定する立場についてiち桜
井信行編『経営学研究入門』昭40年有斐閣とくに pp.146~164参照。
(12) これらの点については， tことえば松岡盤木編『経営管理論』昭41年有斐閣 pp.
9~10参照。
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うとする試みがなされているのである。
このような管理過程論的思考はあきらかに労資の協調関係を意識的に正当
化するものであったが，やがてこうした労資関係の基礎づけは，戦中・戦後
を通じて急速に発展した社会学的，心理学的，さらには人類学的アプローチ
を援用した人間関係的ないし行動科学的方法に求められるにいたることが特
徴的である。したがってそこでは，労資の対立矛盾が体制の本質的分析から
切り離されて，人間行動一般の追跡に解消される。だから仮に，利潤目的が
承認されているように見える場合でも，ほとんどきまってゴーイング・コン
サーン論や社会的責任論で中和され相殺されて，結局は普逼原理で偽装され
(13) 
た弁護論としての性格を否定しえないのである。
(14) 
ところで，人事管理の体系に関するわが国での研究は数少ないが，上述の
(15) 
過程論的視点を明瞭に示しておられるのほ寺田武義教授である。教授によれ
ば人事管理ほ，「経営組織の動的安定均衡をはかり，経営構成員の意欲的，満
(16) 
足的協働によって招来される経営生産性を増進するものである」と規定され
ている。したがって「組織を不均衡化する阻害要因の科学的分析をなし，安
定均衡化せしむる条件や法則を探求し，組織の安定均衡を促進し発展せしむ
(17) 
る一連の管理機能」が人事管理であると特徴づけられる。そしてこの場合，
(13) ちなみに，藻利教授は，こうした特徴的傾向を「管理論的経営学派および行動
科学的組織論学派はいずれも企業活動を広く人間集団の集団的行動の一事例と解す
ることによって企業を捨象し，こうした人間集団の管理活動に関する一般論を展開
しようとするもの」と指摘される。 （藻利重隆「アメリカにおける経営学的研究の
綜合」藻利編『経営学辞典』昭42年東洋経済新報社 p.48) 
(14) たとえば森五郎教授によれば，その代表的な研究者として，森五郎，淡路円治
郎，寺田武義の諸教授があげられているにすぎない。 （森五郎「人事管理の体系」
古川・高宮編『現代経営学講座』 4昭38年有斐閣および同「労務管理の体系に関す
る一研究」日本経営学会編『労務管理と経営学』昭39年ダイヤモンド社所収参照）
(15) 寺田理論については，寺田武義「人事管理の体系」（古川，高宮編『人事管理の
理論と方式』昭33年有斐閣所収）および同「労務管理の形成作用」（日本経営学会編
「前掲書←所収）
(16) 寺田「人事管理の体系」（上掲書） p.36. 
(17) 寺田「上掲論文」 p.60. 
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人事管理の機能には管理的機能と実践的機能が含まれるが，前者は，直接実
践的な後者を方向づけ，また体系づける機能として人事管理を形成し，発展
せしめる作用を発揮する基本的な重要機能であった。いま教授の示される管
(18) 
理機構を整理すれば，つぎのようになる。
(1.管理的機能（スタッフノ
（政策形成，計画樹立，組織化，
統制，監査，研究調査 ) |―一人事管理部
人事管理（労）
2．実践的機能
h．ラインの機能
務管理）機能 l la．人事包吃想戸事管
（執行人事管理）ーーライン管理者
（選択配置，従業員の発展，従業員の維持 監督者
培養，組織の安定均衡（含労使関係））
あきらかにこうした立場ほ，理念的にはビゴーズ・マイヤーズを踏襲され，
理論構成においてヨーダー＝ジュシアスの示した管理過程論にたたれるもの
であった。だがここでもまた，当初から企業目的の厳密な規定と認識が避け
られており，あたかも人事管理部が純粋な理想を自主的，独自的に志向し実
(19) 
践しうるかのごとく安易に結論づけておられるごとく解される。ほんらい体
(18) 教授によれば．ここに「管理的機能」というのは「労務管理の政策立案，労務
管理計画の樹立，労務管理の統制，管理実行後の成果に対する監査であり，労務管
理を総合的，体系的に管理運営する基本的機能」であり，「実践的機能」とは「管理
的機能以外の機能であって分かれて労務管理部の家践的機能とライン労務管理機能
との二つとなる。たとえば，適正配置，賃金管理，教育訓練などは労務管理部の実
践的機能であり，ライン管理者，監督者の行なう人間関係管理，安全管理は，ライ
ンの労務管理機能である」とされる。（寺田「労務管理の形成作用」前掲書p.108) 
こうした関係を具体的に示すものとして，寺田「形成作用」 pp.109~ 114,同「体
系」 pp.43~60参照。
(19) ちなみに森教授も「寺田教授の見解は…•••トップ・マネジメントが人事管理の
重要な担当者であるということにふれられていない。また，人事政策の形成も，人
事部がその担当者であるように解せられる」と指摘される。 （森五郎「人事管理の
体系」古川・高宮編『現代経営学講座』第4巻， p.46)さらに，こうした点を含む
一般的特徴の指摘についてほ森五郎『戦後日本の労務管理』昭36年ダイヤモンド社
pp. 42~43参照。
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制的な企業管理機能に，一体どのような意味での「組織を不均衡化する阻害
要因」の「科学的分析」が可能であり，期待できるのであろうか。教授に示
唆される多くのものを認めながらも，なお基本的な疑問を除きえないのであ
る。
1V 
さてわれわれは，ここにいわゆる人事管理をあきらかに資本制企業の実
施する企業管理諸施策の一つと解している。人事管理はほんらい企業が，そ
の利害に即して意識的な配慮のもとに試みるものに他ならない。およそ企業
の活動がすぐれて資本の，資本による，資本のための活動として，まさに利
潤生産を目的としていることを理解するならば，やがて企業主体は，かかる
資本の再生産活動を合理化し，円滑化すべく経営の計画的組織化を日程にの
ぽせざるを得なくなり，そこに各種の管理施策が登場せしめられるのは自明
であろう。そのことは企業の試みる一切の管理施策が，基底的にはあきらか
に企業目的＝利潤生産の効果的達成に即して設定され樹立されるものである
ことを意味している。
ところで資本制経済のもとにおける利潤の源泉は，基本的に労働力の生産
的消費のうちにあるとすれば，企業主体は利潤生産＝目的の円滑化のために，
こうした一連のプロセスを消極的にしろ積極的にしろ何等かのかたちで，っ
とめて合目的的，資本合理的に統轄・支配せんと考慮するのは必然である。
労務面に即していえば，企業はとりわけ，それを阻害する諸要因の成熟を契
機にやがて消極的，稿極的ないし直接的，間接的に事態を調整すぺき必要に
せまられるのである。まさに「科学的管理法」のなかではじめてうち出され
た労務管理の機能の発展を跡づけるならば， tょによりも経営労働力を資本合
理的に調達し，育成し，利用し，維持せんとした試みが，そのかぎりにおい
て採用，教育訓練，賃金，労働時間，健康および安全などの諸施策を組織化
し，合理化したものであることに思いがいたるであろう。かかる企業目的の
貫徹を意図した労務管理機能の展開の過程に，やがて人間関係的接近 (H.
R.）や組合対策 (L.R.）の必要がうながされたというべきである。われ
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われはあえてここに，発展的な経営労務管理の技術・制度の現象が複雑で多
彩であればあるほど，それらをとりわけ資本の施策として統一的に把握しな
いとその理解に危険な混乱をきたすことを注意せねばならない。
まことに，かつて「科学的管理法」のなかで始めて意識的に登場せしめら
れた労務管理の機能が，やがて「人事管理」に補完的にひきつがれたが，い
まや独占矛盾の深化とともに経営労務管理の機能をつらぬくためには，さら
にそれを補足し強化する綜合的な管理体系が要請されたというべきであろう。
われわれはさきに，経営労務管理の本質ほ，労働の二重性を基底とする資
本制生産の二重性に即して，統一的に把握さるべきことを示唆しておいた。
そのことは，労務管理を含む企業管理の性格が，一面で労働過程的側面（具
体的労働ー使用価値生産）に対応した一般的機能と，他面で価値増殖過程
（抽象的労働一価値生産）に対応した歴史的，特殊的機能を含んでいること
を意味している。前者についてはしばしばマルクスの周知の叙述が引用され
る。すなわち，「多数の個人が協業するすべての労働では，過程の連絡と統一
とは，必然的に，オーケストラの指揮者の場合のように，一つの司令的意志
において，また諸々の部分労働でなく作業場の総活動に関する諸機能におい
て，現われる。これは，どんな結合的生産様式においても為されねばならぬ
(1) 
一つの生産的労働である」また別の個所では「およそ，大きな規模で行なわ
れる直接に社会的または共同的な労働は，多かれ少かれ或る指揮 (Direkti-
on)を必要とするのであって，この指揮により，個別的諸活動の調和が媒介
され，全生産体 (produktivenGesamtkorpers)の一その自立的諸器官の運動と
区別される一運動から生ずる一般的諸機能 (dieAllgemeinen Funktionen)が
(2) 
遂行されるのである」と指摘されている。後者についてもマルクスは次のよ
うに言及する。 「直接生産者としての労働者と生産手段の所有者との対立に
もとづくすべての生産様式においては，こうした監督労働 (Arbeitder Ober-
aufsicht)が必然的に生ずる。この対立が大きけれぼ大きいほど，この監督労
働の演ずる役割はますます大きい。だからそれほ奴隷制度においてその最高
(1) Karl Marx, Das Kapital III S. 419（長谷部訳，第三部 pp.544~5) 
(2) Marx, D. K., I. S. 346（邦訳，第一部 p.555) 
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限に達する。だがそれは資本制的生産様式においても欠くことはできない。
けだしこの場合には，生産過程は同時に，資本家による労働力の消費過程だ
(3) 
からである」と。すなわちマルクスによれば，直接的生産過程が，独立生産
者たちの個別的労働としてあらわれるのでなくて，社会的に結合された形態
をとっている場合には，つねに監督および指揮 (Leitung)という労働が必然
的に生ずるのであって，かかる労働を内容からみれば，指揮される生産過程
そのものが一面では生産物の生産のための社会的労働過程 (gesellschaftlicher
ArbeitsprozeB)で，他面では資本の価値増殖過程 (VerwertungsprozeB des 
Kapitals)であるという<二者斗争的（Zwi蕊 hl邸恥屯）>な性格にもとづいて
<二重性 (doppelterN atur)>を示すものであった。それにもかかわらずマル
クスは，それを価値視点に立って統一的に理解すべきことを示唆している。
すなわち彼が，資本家の指揮は内容からみれば二者斗争的だが，形式からみ
(4) 
れば専制的 (despotisch)であるとするゆえんほ，資本家の指揮が社会的労働
過程の性質にもとづく資本家の特殊機能であるばかりでなも同時に，一つ
の社会的労働過程の<搾取の機能ぼinktionder Ausbeut皿 g）>であるか圧
搾取者（資本家）とその搾取素材（労働者）との不可避的な敵対によって必
然化し，したがって賃労働者に他人の所有物として対立する生産手段の範囲
が増大するにつれて，その適切な使用を監督 (kontrolle)することが必然化
するということにもとづいている。その意味でまさに，「資本家は彼が産業的
指導者であるが故に資本家であるのではなく，彼が資本家であるが故に産業
(5) 
的司令官となる」といわれるのである。
かくてそこでは，あきらかに資本家の指揮・監督の機能を，基底的なその
歴史的特殊性のもとに統一して把握すべき立場が示されているといえる。人
事管理を，すぐれて資本合理的な企業管理の肢体として理解するわれわれが，
さきに批判したかの管理過程論的アプローチの一面的形式論の限界は，こ
(6) 
の点において克服されねばならない。
(3) Marx, D. K., III. S. 419（邦訳，第三部 p.545) 
(4) Marx, D. K., I. S. 347（邦訳，第一部 p.557) 
(S) Marx, D. K., I. S. 348（邦訳，第一部 p.557) 
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けれどもこの場合にもなお，人事管理ないし労務管理を企業管理一般から
区別すべき本質的特徴は何かの問題が残される。この点について森教授は次
のように言及されている。すなわち「労務管理が企業の目的に奉仕する手段
であるかぎり，それは長期にみれば企業目的に制約され規定されつつも，そ
の枠内において，相対的独自性をもったそれ自体の直接目的，すなわち労働
(7) 
能率の増進という直接目的をもつものとみなくてはならない。」 そして，そ
のために戦前では個々の従業員の労働力最効率利用を手段目的とし，戦後に
(8) 
は協力関係形成を手段目的とするにいたっていると指摘された。
なるほどこの視点は，人事管理ないし労務管理それ自体の相対的独自性を
規定しているかのごとくに見られる。けれどもそこで「長期にみれば企業目
的に制約され規定されつつも」といわれる時，それならば，短期的，一時的
には企業目的が放棄され，考慮の外におかれるのかという疑問が残される。
人事管理が，しばしば労働力＝労働者に対する譲歩や保護や改善を形式とし
てあらわれることはたしかに事実であるが，それは如何なる意味においても，
譲歩のための譲歩，保護のための保護，改善のための改善ではない。そうで
はなくて，利潤目的のための「譲歩」，利潤目的のための「保護」，利潤目的の
ための「改善」であったことを忘れてはならない。だからこそ，それは，譲
歩と抑圧，保護と支配，改善と悪化のいわゆる<飴と鞭>の施策の楯の一面
(6) こうした点についてほ．森教授もまた次のように指摘されて一応の承認を与え
られる。すなわち，
「たしかに今までわれわれが検討してきた米，英，独の労務管理論では，労務管理
の直接的な本質的目的についていろいろ論じられてはいるが，しかし，いま一歩す
すめて労務管理を実施する主体である経営そのものの本質ないし任務にまで論及し，
経営そのものの本質的目的を労務管理の目的ないし任務の上位目的としてとらえた
ものは少なかった。しかしながら労務管理が経営管理の一部として行なわれる以上，
それは経営目的として，それに終局的には統合されるかまたは制約されざるをえな
いことは当然といわねばならない。そうであるとすれば，現在の資本主義的社会に
おける経営が企業として具体化されているかぎり，労務管理も企業目的に奉仕ない
し制約されざるをえない」 （森五郎『戦後日本の労務管理』 p.43) 
(7) 森五郎『上掲書』 p.43. 
(8) 森五郎『上掲書』 p.49. 
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にすぎないものとして，すぐれてその資本合理的な実体を見失ってはならな
いのである。いいかえれば，この種の本質にかかわる問題を，時間概念や全
体概念のなかで稀薄化させたり曖昧化させたりすることは，およそ厳密な科
学の視点たりうるものではない。それが無意識であるとすれば理論的未熟で
あるが，意識的であるとしたら，あきらかに協調的弁護論を意図するものと
指摘されねばならぬだろう。ヵ辺}<長期的視点>tこかくれて<協ヵ関係>そ
れ自体を目的視するかのごとき理論的展開のなかに，われわれはゴーイング
・コンサーン論や社会的責任論によりどころを求める近代理論に共通の本質
を認めざるを得ないのである。
いうまでもなく，この種の譲歩や保護や改善をもってしても，なお経営労
働問題を根本的に解決しえないことを事実として承認せざるを得ないとすれ
ば，それこそがまさに，人事管理ないし労務管理の資本合理的本性にかかわ
る<限界>であることを率直に認めるぺきであろ%
かくてわれわれは，人事管理を，資本制企業がその利潤目的に即した経営
労働力の利用をめぐって，潜在的，顕在的に成熟した経営労働問題を資本合
理的に調整することにかかわる管理機能の展開として理解しようと考える。
そのさい，管理機能がいかなる形式をとって発揮されるとしても，それは内
(9) 
容（生産関係）によって規定されたものであって，内容をはなれて存在して
いるのではないことを知らねばならない。まさにその意味で事物は形式と内
容の統一において認識されねぼならぬといわれるのである。しかもそこでは，
内容こそが主要で規定的な側面であって，内容が形式を規定し，自らの形式
(10) 
をうみだし，形式は内容に依存するのである。だがそれにもかかわらず，形
(1) 
式は単に受動的なものではない。それはやがて能動的に内容に反作用する。
(9) この点は次のように指摘されている。 「たとえば生産関係は，生産力との関連
では，形式であり，生産関係によってうみだされた政治的上部構造にたいし，法律
にたいし，イデオロギー諸形態にたいしては，それらのものの内容としてあらわれ
でている」（ソ連邦科学院哲学研究所森，寺沢共訳『哲学教程』第二分冊昭3梓F
合同出版社p.458およびローゼンターリ シトラックス編寺沢他訳『カテゴリー
論』下昭33年青木書店 p.264参照）
(10)・(11) 『哲学教程』 p.459. 
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ここに事物の動的発展の論理があるのであって，われわれは人事管理ないし
労務管理の発展の論理を，かかる内容と形式の統一において認識しなけれぼ
ならないのである。
(1968.9.23) 
